
《３０年間の変化（その５）》 
  
 「経済」 
 
 
今回は「経済」について考えてみたいと思います。 

 

まず、最初にちょっと余談です。ホームページを検索しているうちに面白いサイト

に出会いました。建野友保氏が運営している「道草オンラインマガジン」で１９７０

年と２０００年の様々な比較データ等が以下のＵＲＬで紹介されています。 

http://www.onfield.net/1970/index.html 

 

さて、上記で紹介されているデータや経済産業省のホームページに紹介されている

データから比較的身近な経済指標について１９７０年から２０００年前後までの推移

を以下に示します。 

 

国民総生産ＧＮＰ（兆円）  

 

１９７０年   ７３．１８８ 

１９７５年   １４８．１７ 

１９８０年 ２４３．２５６ 

１９８５年   ３２７．００６ 

１９９０年   ４４４．６８７ 

１９９５年   ５０１．５７５ 

１９９６年   ５１６．２７３ 

１９９７年   ５２８．６１９ 

１９９８年   ５２２．７７４ 

１９９９年   ５１８．９１４ 

２０００年   ５１８．２５７（１９７０年の約７倍） 

 

実質国内総生産ＧＤＰ成長率（％）    

 

１９７０－８０   ４．４  

１９８０－９０   ４．０ 

１９９０－９８   １．４  

１９９９     ０．３（１９７０年の約１／１５） 

 

※「個人ないし企業で付加価値がつくられるが、付加価値は売上から原材料費や光熱

費など費用を差し引いた部分である。より具体的には給与や粗利益であり、この付加



価値の総計を厳密には国内総生産（ＧＤＰ）と呼んでいる。これに給与や利益の海外

への送金・受取分を調整したのが、国民総生産（ＧＮＰ）である。｣ 

 

政府の一般会計予算 

１９７０年   ７兆９，４９８億円  

１９９８年   ７７兆６，６９２億円（１９７０年の約１０倍） 

 

国・地方の債務残高の変遷 

 

１９７０年   ７．３兆円  

１９７５年   ３２．１兆円  

１９８０年   １１８．２兆円  

１９８５年   ２０４．８兆円  

１９９０年   ２６５．８兆円  

１９９５年   ４１０．１兆円  

２００１年   ６６６．４兆円（１９７０年の約９０倍） 

  

完全失業率（％） 

１９７０年 １．２ 

１９８０年 ２．０ 

１９９０年 ２．１ 

２０００年 ４．７（１９７０年の約４倍） 

 

設備投資費（千億円）  

 

１９７０年   １５６．６２１ 

１９７５年   ２４３．７７９ 

１９８０年   ３８８．７８２ 

１９８５年   ５３８．６７５ 

１９９０年   ８８５．０１６ 

１９９５年   ７２５．８２９ 

１９９６年   ７４０．６１１ 

１９９７年   ８３０．６４２ 

１９９８年   ８０１．０９５ 

１９９９年   ７４６．５２６ 

２０００年   ７６４．４７３（１９７０年の約５倍） 

 

月給 

１９７０年   ７５，６７０円  

１９９９年   ３９６，２９１円（１９７０年の約５倍） 

 



月間労働時間 

１９７０年   １８６．６時間  

１９９９年   １５３．５時間 

 

企業倒産件数 

１９７０年   ９，６５５件  

１９９９年   １５，４６０件（約１．６倍） 

※ピークは１９８４年の２０，８４１件 

 

全国市街地価格指数（９０年を１００とした指数） 

１９７０年   ２２．８  

１９９９年   ７９．３（約３．５倍） 

※ピークは９１年の１１０．４ 

 

新設住宅着工戸数 

１９７０年   １４９万１千戸  

１９９８年   １１８万戸  

※ピークは１９７２年の１８５万６千戸 

 

 

これらの数字をどのように解釈するかはそれぞれの立場で異なると思いますが、私

一個人としての解釈は以下のとおりです。 

 

国民総生産ＧＮＰは、１９９５年くらいまで１９７０年の約７倍に拡大していまし

たが、１９９６年以降はほとんど成長のない「ゼロ成長」時代に入っています。サラ

リーマンの給与の伸びから見ると約５倍ですから、経済成長と国民配分には多少のズ

レがあります。 

 

 

一方、政府の一般会計予算は約１０倍に拡大するとともに、国・地方の債務残高は

約９０倍に膨れ上がっています。この残高については、あまり問題ではないという経

済を専門とされている方のご意見もあります。専門的には確かにそうなのかもしれま

せんが、庶民の感覚から言えば将来への不安材料となるは当然と思います。 

 

問題なのは借金をした世代と返済を強いられる世代が異なると感じられる点です。

これらの借金で多くの道路や建物、施設が建設され現在利用できる訳ですから、借金

を返済する世代も利益を享受します。しかし、お金を払わされるくらいなら、使わな

いから払わない、と言われそうなものが無数にあるように見受けます。 

 

最近、高速道路建設が話題になっていますが、｢高速道路｣自体が悪いのではなく、｢高

速道路｣を利用のためではなく、建設自体を目的としたことが誤りのように思います。



利用者がためらうような料金を設定し、利用頻度の少ない道路に多額の税金を投入す

ることは矛盾に満ちています。 

 

 

日本は経済成長の面では｢アメリカ｣型を夢みながら、一方で｢ヨーロッパ｣型の成熟

型社会システムに憧れているように思えます。私の誤解かもしれませんが｢アメリカ｣

は｢成長｣により、｢ヨーロッパ｣は｢均衡｣により社会システムを維持しようと考えてい

るように見えます。 

 

｢人間｣以外に十分な国内資源を持たない日本ではどちらかというと｢成長の限界｣や

｢ゼロサム社会｣を意識した社会である必要があると思います。｢成長路線｣への復帰を

目指すのではなく、｢ゼロ成長｣でも充実感を得られる社会とは一体どのような社会な

のか、私なりに考えてみたいと思います。 

 
 

(２００１年１２月１５日配信内容を改訂) 


